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2.06 2.12 2.53 

0

1

2

3

0

0.2

0.4

0.6

0.8

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

受給率 平均要介護度
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40~64歳 33,472 31,823 31,098 30,887 30,594 29,333 26,963 24,806 

65~74歳 12,525 14,504 14,692 14,355 14,110 12,771 11,560 11,408 

75歳以上 15,617 15,623 15,915 16,359 16,713 17,600 18,526 18,413 

総人口 104,915 102,191 99,943 99,064 98,147 93,108 90,025 86,111 

高齢化率 26.8%
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鹿屋市 高齢者保健福祉計画・ 

第９期介護保険事業計画 【概要版】 
(令和６年度～令和８年度) 

 

要支援１ 2.7% 2.6% 1.7%

要支援２ 2.6% 2.4%
2.5%

要介護１ 4.0% 4.0%
3.7%

要介護２ 3.2% 2.9%
3.2%

要介護３ 2.5% 2.4%
2.5%

要介護４ 2.4% 2.8%
3.1%

要介護５ 1.6% 1.9% 2.0%

合計 19.0% 19.0% 18.7%

凡例 全国 鹿児島県 鹿屋市

〇本市の総人口は年々減少しており、令和５年３月に

10 万人を下回りました。 

〇75 歳以上の人口は、2035 年(令和 17 年)頃まで増加

しますが、74 歳以下の人口は減少し、総人口も減少

し続ける見込みです。 

〇特に 64 歳以下の人口減少が顕著で、高齢化率は今後

更に上昇し、団塊ジュニア世代が 65 歳以上になる

2040 年(令和 22 年)には、34.6％になる見込みです。 

 

計画書(全編)は、市ホームページで 
見ることができます。 

［発行・問合せ先］ 
鹿屋市高齢福祉課 (0994-31-1116) 

 

基本 
目標 
３ 

高齢者を取り巻く状況(調査・分析結果等) 

 
   高齢者人口の増加と 64歳以下の人口の減少  

   介護サービスの受給率が高まる 85歳以上高齢者の増加  

高齢者人口は、2025 年(令和７年)をピークに減少する見込みです。65～74 歳までの高齢者は既に減少傾向で、75 歳か
ら 84 歳までの高齢者も 2030 年をピークに減少する見込みですが、2030 年以降は、介護の受給率が高まる 85 歳以上の高
齢者が急増する見込みです。［表①②］また、それに伴い介護認定率や認知症高齢者も増加する見込みです。［表③④］ 

96.8 
100.2 

108.6 
106.0 

107.9 
110.4 110.9 111.2 

H27年度 H30年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

   介護給付費の増加とその要因  

100%

108.7%

105.2%

100.0%

97.9%

H30 R3

給付費
一人当たり給付費
平均介護度
認定者数

〇本市の介護給付費は年々増加し、今後も更に増加する見込みで
す。［表①］ 

〇介護給付費の増加には、受給者一人当たりの給付費の増加が大
きく関連していると考えられます。［表②］ 

〇介護給付費を第１号被保険者数で除した第１号被保険者一人当
たりの給付月額(人口構造調整後)は、県内で最も高い状況です。
［表③］ 

〇一人当たりの給付費が高い要因としては、介護の必要性が高い
要介護３～５の中重度の認定者の割合が、他よりも高いことが
影響していると考えられます。［表④］ 

   介護人材の不足  

16,084
18,619
19,274
20,221
20,618
20,683
20,699
20,870
20,893
21,103
21,117
21,203
21,232
21,405
21,413
21,948
22,278
22,684
22,959
23,091
24,136

伊佐市
姶良市
枕崎市
霧島市
指宿市
全国

薩摩川内市
日置市

南九州市
鹿児島県
出水市

阿久根市
奄美市
垂水市

鹿児島市
西之表市
曽於市

いちき串木野市
志布志市

南さつま市
鹿屋市

介護事業所調査で、従業員が「大いに不

足」、「不足」、「やや不足」と回答した事業

所は全体の 60.7％を占めており、従業員が

不足している理由では、「採用が困難」が

84.7％で最も高くなっています。 

 

計画策定の背景 

 ①高齢化の進展 
 2025 年には団塊世代の全ての人が 75 歳以上に、2040 年には団塊ジュニア世代の全て人が 65 歳以上になります。今後も 

更に高齢化は進展します。 

②地域包括ケアシステムの推進 
国は、今後も更に進展する高齢化を見通し、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもと、可能な限り住み慣れた
地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包
括ケアシステム）の構築を推進しています。 

③地域共生社会の実現 
制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と
人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を 
目指すものです。 

④認知症施策の推進 
国の推計によると 2025 年(令和７年)には約 700 万人(65 歳以上の約５人に１人)に達する見込みで、認知症の人が尊厳を
保持しつつ、希望をもって暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に「共生社会
の実現を推進するための認知症基本法」が令和５年６月 14 日に制定されました。 

 

①増大する支援が必要な対象者の早期発見・早期介入 
〇生きがいづくり・社会参加の促進 

  〇独居高齢者等の状態把握と早期介入 
  〇介入が必要な対象者の明確化 
  〇介護予防への主体的な取組みの推進 

②高齢者の在宅生活を支える仕組みの構築 
  〇地域で支え合う環境づくり 
  〇認知症相談窓口の周知 
  〇多様な生活支援サービスの創出 
  〇認知症施策の更なる推進       など 

③医療と介護の提供体制の確保と連携 
  〇在宅医療と介護の連携強化 
  〇医療依存度の高い高齢者の支援 
  〇医療・介護連携の課題抽出    など 

④質の高い介護サービス等の確保と重度化の防止 
  〇過不足のない介護サービスの提供 
  〇介護人材の確保 
  〇自立支援・重度化防止の推進 
 

調査や分析などから見えてきた主な課題 

施策反映(裏面の施策体系を参照) 

 
持続可能な介護・福祉サービスが提供できるように、高齢者自らの健康づくりや介護予防への取
組み(自助)を推進するとともに地域全体で高齢者を支える仕組みをより強化・強固にするため、
「地域包括ケアシステムの深化」や「地域共生社会の実現」に向けた取組み(互助)を推進します。 

今期計画の 
ポイント 

19.6% 19.3%
18.7% 18.5% 18.4%

18.3% 18.2% 18.5%

21.4%

22.8%

2020年

(R2年)度

2021年

(R3年)度

2022年

(R4年)度

2023年

(R5年)度

2024年

(R6年)度

2025年

(R7年)度

2026年

(R8年)度

2030年

(R12年)度

2035年

(R17年)度

2040年

(R22年)度

3,814 
3,752 3,695 3,656 3,703 

3,733 

4,215 
4,463 

2021年

(R3年)

2022年

(R4年)

2023年

(R5年)

2024年

(R6年)

2025年

(R7年)

2030年

(R12年)

2035年

(R17年)

2040年

(R22年)

［表③］介護認定率の推移(見込) ［表④］認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱa以上の高齢者数 

［表①］高齢者人口と３年齢別の推移 ［表②］年齢区分ごとの平均要介護度と介護サービス受給率 

［表①］介護給付費の推移 

［表②］介護給付費の増加要因の検証 

［表③］第１号被保険者一人当たり給付月額 

［表④］要介護(要支援)認定率 

［出典］見える化システム(令和４年時点) 

   6.5% 7.1% 7.6%  中重度 
認定率 

［出典］各年度決算報告・第９期計画推計値 

［出典］地域包括ケア見える化システム 

［出典］地域包括ケア見える化システム（人口構造調整後）R３年

時点 

6.5%
16.7%

37.5%
34.3%

3.7%
1.3%

大いに不足

不足

やや不足

適当

余裕がある

無回答

18.3%
22.1%

84.7%

事業を拡大したいが人材が確保できない

離職率が高い(定着率が低い)

採用が困難

従業者の過不足の状況 

従業者の不足理由(複数回答) 

［出典］介護事業所調査(令和４年実施) 

(単位：人) 

(単位：人) 

(単位：人) 

［出典］2015 年～2030 年：各年 10 月住民基本台帳およびコーホート変化率法による推計値 2035 年・2040 年：国立社会保障・人口問題研究所(平成 30(2018)年推計補正データ) 

［出典］2015 年～2030 年：各年 10 月住民基本台帳およびコーホート変化率法による推計値  
2035 年・2040 年：国立社会保障・人口問題研究所(平成 30(2018)年推計補正データ) 

※地域包括ケア見える化システム令和４年 10 月実績と認定者数推計を基に推計 ［出典］地域包括ケア見える化システム 

(単位：億円) 

(単位：円) 

［出典］介護事業所調査(令和４年実施) 

［出典］国保連合会業務統計表「R5 年３月月報」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護サービス等に係る費用(給付費)のうち、50％を税金
等の公費で賄い、残りの50％を保険料で負担します。 

 
(保険料の内訳) 
 税金等の公費       50％ 
 第１号被保険者(65歳以上) 23％ 
 第２号被保険者(40～64歳) 27％ 
   合計         100％ 

 

第２号被保険者

（40-64歳）, 27.0%

第１号被保険者

(65歳以上), 23.0%

鹿屋市, 

12.5%

鹿児島県, 

12.5%

国, 

25.0%

介護保険事業の財源 

令和６年度から令和８年度までの介護保険料 

 対  象  者 標準乗率 保険料率 年額基準額 

第１段階 
・生活保護被保護者等 
・世帯全員が市町村民税非課税かつ前年の合計所得金額 

＋課税年金収入が 80 万円以下 
0.455 

0.285 

(軽減後) 
22,914 円 

第２段階 
・世帯全員が市町村民税非課税かつ前年の合計所得金額 

＋課税年金収入が 80 万円超 120 万円以下 
0.685 

0.485 

(軽減後) 
38,994 円 

第３段階 
・世帯全員が市町村民税非課税かつ前年の合計所得金額 

＋課税年金収入が 120 万円超 
0.690 

0.685 

(軽減後) 
55,074 円 

第４段階 
・本人は市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ 

前年の合計所得金額＋課税年金収入が 80 万円以下 
0.90 72,360 円 

第５段階 
・本人は市町村民税非課税（世帯に課税者がいる）かつ 

前年の合計所得金額＋課税年金収入の合計が 80 万円超 

1.00 

（基準額） 
80,400 円 

第６段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 120 万円未満 1.20 96,480 円 

第７段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 120 万円以上 210 万円未満 1.30 104,520 円 

第８段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 210 万円以上 320 万円未満 1.50 120,600 円 

第９段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 320 万円以上 400 万円未満 1.70 136,680 円 

第 10 段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 400 万円以上 600 万円未満 1.90 152,760 円 

第 11 段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 600 万円以上 800 万円未満 2.10 168,840 円 

第 12 段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 800 万円以上 1,000 万円未満 2.30 184,920 円 

第 13 段階 ・市町村民税課税かつ前年の合計所得金額が 1,000 万円以上 2.40 192,960 円 

 

施策の 
方向性 
と 

具体的
施策 

①生きがいづくりの推進 
 ・生涯学習の推進 

 ・住民主体の通いの場への支援 

 ・高齢者クラブの活動支援 

②社会参加の促進 
・就業による社会参加の促進 

・ボランティア活動による社会参加の促進 

③健康づくりの推進 
・健康づくり活動の普及と促進 

・健診受診の推進 

・重症化及びフレイル予防のための食生活の推進 

・心の健康づくりの推進 

・オーラルフレイル予防の推進 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

④介護予防の推進 
・「介護予防」の必要性や基礎知識の普及と介護予防活 

動の推進 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の効率 

的・効果的な推進 

・情報共有による介護が必要となるリスクの高い高齢 

者への対応 

 

重点施策 

基本目標 
１ 

介護予防の推進 

健康づくりと介護予防による 

健康寿命の延伸 

施策の 
方向性 
と 

具体的
施策 

基本目標 
２ 地域共生社会の実現 

重点施策 地域における支え合い活動の推進 

 
①在宅生活の支援 

 ・地域の連携による支援や見守り活動の推進 

 ・介護サービスや在宅福祉サービスの利用促進 

②在宅介護の支援 
・介護が必要な高齢者とその家族を地域で支え 

合う環境づくりの推進 

・包括的な支援体制の充実  

・在宅介護者への支援 

③みんなで支え合う活動の推進と支え合う地域づ 

くりの支援 

・協議体を活用した支え合い活動の推進 

・生活支援コーディネーターによる互いに支え合う地 

域づくりの支援 

・ボランティア活動を通じた支え合い活動の推進 

④認知症高齢者や家族への支援 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発 

・認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられ 

る地域づくりの推進 

・認知症の人やその家族を支える支援体制の構築 

・オレンジのまど・認知症カフェの充実 

 ・相談体制の充実 

 ・行方不明高齢者の事故防止 

⑤安全安心な生活の確保 
 ・防災対策の充実 

 ・交通安全・交通事故防止の推進 

 ・コミュニティバス等の充実 

・感染症・災害時の対応の充実 

・消費者被害の防止 

施策の 
方向性 
と 

具体的
施策 

基本目標 
３ 

在宅生活を包括的に支援できる 

体制の強化 

重点施策 多職種連携による支援体制の強化 
 
①医療と介護の連携の推進 
 ・在宅医療と介護の一体的な支援の充実 

 ・PDCAサイクルによる医療介護連携の展開と連携体制 

の強化 

・在宅生活を支え医療的ケアに対応した介護サービス 

の検討 

②地域における包括的な支援の充実 
・地域包括支援センターの適正な運営の推進 

・地域包括支援センターの機能強化 

・重層的支援体制整備事業の本格導入 

③認知症施策の推進 
・認知症への理解を深めるための普及啓発(再掲) 

・認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられ 

る地域づくりの推進(再掲) 

・認知症高齢者や初期症状が疑われる高齢者等への早 

期介入・早期対応 

④高齢者の虐待防止の推進 
・虐待防止や早期発見 

・関係団体との連携による虐待を受けた高齢者や養護 

者への対応 

・虐待を受けた高齢者の安全確保 

・介護事業者への指導啓発 

⑤高齢者の権利擁護と成年後見制度の利用促進 
 ・権利擁護・成年後見制度の周知啓発 

 ・専門的・継続的な権利擁護の支援 

 ・成年後見制度の利用支援 

・成年後見制度の利用促進 

・成年後見人等の確保・育成 

・消費者被害の防止(再掲)    

施策の 
方向性 
と 

具体的
施策 

①介護給付の適正化 

 ・給付適正化主要３事業の実施 

 ・ケアマネジメント方針の共有 

②介護サービスの質の向上 

・介護サービス事業所の選択支援 

・介護事業者への指導や指導結果の情報共有 

・介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの 

推進 

③介護人材の確保 

・介護職員処遇改善加算等の取得促進と資質の向上 

・業務効率化による介護職員の負担軽減 

・関係機関との連携による対策の検討 

・働きやすい職場づくりの推進 

・新たな介護人材の確保 

④自立支援と重度化防止の推進 

・健康づくり活動の普及と促進(再掲) 

・健診受診の推進(再掲) 

・介護が必要となるリスクの高い高齢者の早期発見と 

早期介入 

・ケアマネジメントの質の向上 

・高齢者のセルフケアの充実 

重点施策 

基本目標 
４ 

介護給付の適正化と重度化防止の推進 
 

持続可能な介護保険事業 
の推進 

● 介護が必要になっても住み慣れた地域でともに支えあい暮らし続けられるまち 
● 健康でいきいきと暮らし続けられるまち 
● 高齢者の尊厳が保たれ、生きがいを持ちながら暮らし続けられるまち 

 

ともに支え合い、いきいきと暮らせるまち 
基本 
理念 

目指す姿 

重点施策ごとの評価指標と目標値 

 

鹿屋市 高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画 施策体系 

重点施策１ 重点施策２ 

介護予防の推進 地域における支え合い活動の推進 

高齢者の保健事業と介護予防事業を一体的に展開し、介護が
必要となるリスクの高い高齢者の早期発見と、必要な介護予
防への取組を支援することにより、自立して生活を送れる期
間の延長を図るとともに、社会参加や健康づくりを推進し、
健康寿命の延伸を図ります。 

支援が必要な高齢者や認知症高齢者、またその家族を地
域みんなで支えることができるよう、地域の課題等を話
し合う場の設置や支え合い活動推進員の活動を通じて、
地域のつながりを深め、地域住民や地域の多様な主体が
参画し支え合う地域づくりを推進し、地域共生社会の実
現を目指します。 

重点施策評価指標 R4 実績値 R8 目標値 重点施策評価指標 R4 実績値 R8 目標値 

平均自立期間 
男性 79.3 歳 
女性 82.9 歳 

男性 79.8 歳 
女性 83.4 歳 

地域のボランティア活動団体数 53 団体 73 団体 

第二層協議体設置圏域数 ６圏域 ７圏域 
新規認定者割合 4.4％ 4.2％ 地域とのつながりを感じる 

高齢者の割合 
61.2％ 

65.6％ 
(R4 県平均) 特定健診受診率 36.4％ 48.0％ 

長寿健診受診率 33.1％ 39.1％ 認知症サポーター数 297 人 1,000 人 
ボランティア活動者数 3,187 人 4,330 人 認知症相談窓口の認知度 57.5％ 63.3％ 

 チームオレンジの設置数 ― ２チーム 
 

重点施策３ 重点施策４ 

多職種連携による支援体制の強化 介護給付の適正化と重度化防止の推進 

医療と介護の両方のニーズを抱える高齢者の増加を見据え、
医療・介護・行政等の関係機関がより綿密な連携を図り、在
宅生活や入退院時の支援、認知症の方への支援等の充実を図
ります。また、多機関協働による重層的な支援体制を構築す
るなど、多職種との連携っ強化を図り、複雑化・複合化する
ニーズに包括的に対応できる体制の構築に努めます。 

必要な介護保険サービスが過不足なく提供され、自立支援
や重度化防止に資する効果的なケアマネジメントが行え
るよう介護支援専門員を支援するとともに、質の向上や高
齢者自らが行う自立や重度化防止の取組を推進し、介護給
付の適正化を図り、持続可能なバランスの取れた介護保険
制度の運営に努めます。 

重点施策評価指標 R4 実績値 R8 目標値 重点施策評価指標 R4 実績値 R8 目標値 

在宅医療に関する普及啓発実施件数 ６回 14 回 運営指導件数 0 件 20 件 

多職種連携に関する研修会の開催数 １回 ２回 ケアプラン点検数 66 件 100 件 
認知症初期集中支援チーム支援者数 14 人 30 人 ケアプラン点検後のフォローアップ数 ０件 30 件 

 

互助 自助 

公助 

共助 


